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基本方針 

1.基本方針 

 自然災害や新型コロナウィルス感染症拡大など、 

社会に大きく影響を与える事象が多く起こる昨今。 

 そのさまざまな事象に対応し、被害を最小限にとどめて事業を継続していくために 

事業計画（以下、BCP）を策定するものである。 

目 的 

 BCPはあらゆる災害にたいしての防止策を計画する防災計画とはその意味合いが異なり、災害発生 

後、その影響及び被害を最小限にとどめながら法人としての事業をいかに 

（1） 早期復旧し継続していくかを策定していくものでありその基本方針は以下のとおりである。 

 

①利用者・職員の安全を守る。 

 命があっての介護サービス・障害福祉サービスであり、災害時においても 

命にかかわる業務を最優 先とする。 

②早期の事業再開を目指す。 

 災害発生時において、早期の復旧をはかるため、優先業務を実施する体制と対策を事前に定めて、 

業務を継続へ万全を期す。 

③地域との連携。 

 社会福祉法人という特性上、地域との連絡は不可欠であり、その結果、地域の災害における被害減  

少につながる。事業継続をはかるためには、まず利用者及び職員の命を守る行動が最も重要なこと  

であり、それに係る業務を最優先し、その他の業務は縮小、休止などの措置をとる。 

 

♦同時に災害発生直後の初動体制が重要であり、ライフラインの断絶、支援がこないといった発生直 

後の混乱している時期を乗り切る体制を整備することが重要である。地域との連携にあたっては、 

社会福祉法人という性格上、地域の要支援者がいた場合は受入体制を取るべきであるが、その状況 

下で受入に際し、支援できることを明確にし実施することが重要である。 

 

推進体制 

ア 各部の責任者をもって構成する「災害対策委員会」を設置する。 

イ 委員会は下記の業務を行う 

 

①災害対策委員会はBCPの策定及び職員への研修計画の実施状況の把握、並びにBCPの見直しを行う 

ため、定期的に会議を開催する。 

②BCPに関する職員の研修、訓練を必要に応じて実施する。 

 



（1）本法人における平常時及び緊急時のBCP推進体制は以下のとおりである。 

主な役割 役職 補足 

統括責任 

BCP策定・見直し 

代表取締役 災害対策委員長 

BCP策定責任者 

BCP策定・見直し 

職員への研修・訓練の計画 

管理者 

サービス責任管理者 

災害対策委員長 

研修・訓練責任者 

委員長・責任者のサポート 賃金向上達成指導員 

生活支援員 

職業指導員 

災害対策委員 

 

 

（2）緊急時の参集体制と発動基準 

①参集基準○地震における基準参集震度４以上で全員参集（総合防災計画準拠）発動被害状況を確認  

し、平時の業務遂行が困難であると判断した場合発動し、ただちに災害対策本部を立ち上げる。 

○水害における基準参集大雨警報で参集発動被害状況を確認し、平時の業務遂行が困難であると判断 

した場合発動し、ただちに災害対策本部を立ち上げる。 

※上記は平日昼間以外の参集基準である。 

※平日昼間が発生時刻の場合、各拠点内での行動となる。 

※参集にあたって自ら及び家族の安否をか確認し、可能と判断した場合参集する。 

 困難な場合はライフラインが断絶していると予想されるので、災害伝言ダイヤル等を 

活用して連絡する。 

（2） 被害想定 

 「１月年初金曜の午後6時に最大震度6強の地震が発生、全壊多数発生、液状化も現れる。

また震度 5強の余震が続き、雪崩等も発生、同時多発的に火災も発生する状況となる」と

されている。ライフラインの被害復旧は次のとおりの想定となる。 

①電話：発生直後から輻輳回避のため、通話制限が実施。２４時間後にパケット通信は復旧 

通話支障も3日後には解消。 

②電気：発生直後に市内全域で停電。２４時間後には６割通電、３日後９割、５日後には停電解消。 

③水道：発生直後に断水。３日後に自衛隊による給水、１か月後にようやく断水が5％に縮小。 

④ガス：発生直後に供給停止。１か月後でも５割の復旧。 

⑤交通：各地で通行止め、３日後災害対策車両の優先通行。鉄道、運休バスは２日後に運航再開（鉄 

道代行も含む）発生直後の参集は徒歩を想定。 

⑥建物：使用が可能であると想定する。BCP策定にあたっては電気、電話の復旧のめどである３日間 

を想定して行う。以下、初動体制からの業務についての計画を記載する。 

 

 

♦職員の安否確認：メッセンジャーアプリ（LINE)のグループチャット機能を使用して安否確認、情          

報共有を行う。インターネットが途絶している場合は携帯電話のショートメール         

機能（SMS）を使用する 



 

（4）避難場所及び避難経路 

① エ バ ー グ リ ー ン → 大 住 小 学 校 グ ラ ウ ン ド 800 ｍ  徒 歩 11 分 ・ ほ ぼ 平 地 

 
 

 

② エ バ ー グ リ ー ン → 南 高 校 グ ラ ウ ン ド 900 ｍ  徒 歩 12 分 ・ ほ ぼ 平 地 

 

 
 

※その他 改善事項あれば記入 

 


